
(図表1)

（1）鋼材需要

　　　　（出所）IISI"Steel Statistical Yearbook 2002"より、みずほコーポレート銀行産業調査部作成。

（２）セメント需要(2001年） （３）世界のエネルギー需要に占める中国のシェア
(単位:％)

消費量消費量消費量消費量 世界シェア世界シェア世界シェア世界シェア 原油原油原油原油 天然ガス天然ガス天然ガス天然ガス 石炭石炭石炭石炭 総ｴﾈﾙｷﾞｰ総ｴﾈﾙｷﾞｰ総ｴﾈﾙｷﾞｰ総ｴﾈﾙｷﾞｰ
（億トン）（億トン）（億トン）（億トン） （％）（％）（％）（％） 1999年 5.9 0.9 23.7 8.9

　中国 6.3 37.5 2000年 6.6 1.0 20.9 8.4
　米国 1.1 6.72619048 2001年 6.7 1.1 23.1 9.1
　インド 1.0 5.89285714 2002年 7.1 1.2 27.7 10.6
　日本 0.7 4.04761905 (出所）British Petroleum Statistical Review of World Energy
　韓国 0.5 2.97619048        
　スペイン 0.4 2.5
　イタリア 0.4 2.32142857 （４）エチレン系誘導品需要（2000年）
　ブラジル 0.4 2.26190476 (単位:百万トン、％)
　ロシア 0.3 1.96428571 世界計世界計世界計世界計 中国中国中国中国 西欧西欧西欧西欧 北米北米北米北米
　ドイツ 0.3 1.8452381 需要需要需要需要 89.2 10.3 21.4 24.5
　世界計 16.8 100 シェアシェアシェアシェア 100 11.5 24.0 27.5
（出所）社団法人セメント協会　 （出所）経済産業省「世界の石油化学製品の今後の需給動向」(2002年)
　　　　　"Cement in Japan" （注）ｴﾁﾚﾝ系誘導品は低密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ等誘導品需要のｴﾁﾚﾝ換算合計値。

素材・エネルギー産業における中国のプレゼンス
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（図表２）

　 （資料）「国民経済計算」、「資金循環勘定」

（注）1. 民間部門は、資金循環勘定の中央政府、公的金融機関（財政融資資金を含む）、社会保障
基金、公的年金、海外部門、中央銀行以外の部門の合計。

2. 国債保有残高には、政府短期証券、国債、財融債が含まれている。
3. 家計純金融資産増加額／可処分所得は、資金循環勘定の家計部門の純金融資産増加額をSNA
統計の可処分所得で除したもの。なお、2003年度の可処分所得は未公表のため直近時点は
家計調査の可処分所得前年比を用いて接続した。

4. 2003年度は、2003年4月～9月の平均値。

家計貯蓄率とマネタリーベース・民間部門保有国債残高
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（図表３）

（１）日本

（２）米国

産業別の名目GDPシェアの日米比較
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（出所）"National Income and Product Accounts," Bureau of Economic Analysis

（出所）国民経済計算, 内閣府


